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NEWS RELEASE

「R&Iファンド大賞 2022」受賞のお知らせ

岡三アセットマネジメント株式会社(本社：東京都中央区、代表者：取締役社長 塩川克史）は、

「R&Iファンド大賞 2022」におきまして、下記のとおり最優秀ファンド賞を受賞しましたのでお知らせ

いたします。

記

部門 カテゴリー 賞 ファンド名 愛称

投資信託

10年

国内株式
グロース

最優秀
ファンド賞

日本ニューテクノロジー・

オープン
地球視点

投資信託
国内株式
グロース

最優秀
ファンド賞

日本ニューテクノロジー・

オープン
地球視点

投資信託
北米株式
高配当

最優秀
ファンド賞

米国連続増配成長株オープン

米国連続増配成長株オープン
(3ヵ月決算型)

女神さま・オープン

女神さま・オープン
（3ヵ月決算型）

投資信託 北米REIT
最優秀

ファンド賞
ワールド･リート･セレクション
(米国)

十二絵巻

■R&Iファンド大賞の概要
「Ｒ＆Ｉファンド大賞」は、Ｒ&Ｉが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及び完全性に
つきＲ＆Ｉが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保有を推奨、又は将来の
パフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第２９９
条第１項第２８号に規定されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関し
ては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権
その他一切の権利はＲ＆Ｉに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

設定・運用は岡三アセットマネジメント株式会社＜登録番号：関東財務局長（金商）第370 号＞
岡三アセットマネジメント株式会社は金融商品取引業者であり、一般社団法人 投資信託協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会
に加入しています。

以上

2022年4月26日

■Ｒ＆Ｉファンド大賞2022の選考方法について
「投資信託部門」、「iDeCo・DC部門」、「NISA部門」は過去3年間、「投資信託10年部門」は過去10年間、「投資信託20年
部門」は過去20年間を選考期間とし、シャープレシオによるランキングに基づき、最大ドローダウンを加味したうえで選考して
いる。表彰対象は償還予定日まで1年以上の期間があり、「iDeCo・DC部門」以外では残高がカテゴリー内で上位50％以上かつ
30億円以上、「iDeCo・DC部門」では残高がカテゴリー内で上位75％以上かつ10億円以上であることが条件。選考対象は国内
籍公募追加型株式投信とし、「投資信託部門」、「投資信託10年部門」および「投資信託20年部門」は確定拠出年金専用および
SMA・ラップ口座専用以外、「iDeCo・DC部門」はiDeCo・DC（個人型および企業型確定拠出年金）向けのみ、「NISA部門」
はR&I独自の「NISAスクリーニング」基準を満たしたものを対象にしている。評価基準日は2022年3月31日。
「確定給付年金部門（オルタナティブ以外）」では、2022年3月末における3年間の定量評価（主にインフォメーション・レシ
オ）によるランキングで表彰している。「確定給付年金部門（オルタナティブ）」では2022年3月末時点における3年間の騰落
率がプラスかつ同一戦略の中で上位50％に入っているファンドを対象に、2022年3月末における3年間の定量評価（シャープ・
レシオ）によるランキングに基づいて表彰している。表彰対象は『R&Iユニバースデータサービス』に登録されている運用商品
としており、基本的にR&Iによる分類をベースとしている。



【岡三アセットマネジメントについて】
商号：岡三アセットマネジメント株式会社

岡三アセットマネジメント株式会社は、⾦融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第⼆種⾦

融商品取引業を営んでいます。登録番号は、関東財務局⻑（⾦商）第370号で、一般社団法人投資信託協会およ

び一般社団法人日本投資顧問業協会に加⼊しています。

【投資リスク】
 投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。投資信託は預貯⾦と異なります。投資信託財産に⽣じた利益および損失は、すべ
て投資者の皆様に帰属します。ファンドは、国内の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組入
れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。

 ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「信用リスク」があります。その他の
変動要因としては、「流動性リスク」があります。

※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

【その他の留意点】
 ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はあり

ません。

 投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。

 ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場におい
て市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引
できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及
ぼす可能性や、換金申込みの受付が中止となる可能性、換金代金の支払が遅延する可能性があります。

 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、
その⾦額相当分、基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益を超えて⽀払われる場合が
あるため、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。また、
投資者の購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様
です。

 取引所における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金申込みの
受付を中止することや、すでに受付けた購入・換金申込みの受付を取消すことがあります。

〇詳しくは、「投資信託説明書（交付目論⾒書）」の「投資リスク」をご参照ください。

【お客様にご負担いただく費用】
＜お客様が直接的に負担する費用＞

・購⼊時
購⼊時⼿数料：購⼊⾦額（購⼊価額×購⼊口数）×上限3.3％（税抜3.0％）
詳しくは販売会社にご確認ください。

・換⾦時
換 ⾦ ⼿ 数 料：ありません。
信託財産留保額：ありません。

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞
・保有期間中
運用管理費用（信託報酬）：純資産総額×年率1.54％（税抜1.4％）

・その他費用・⼿数料
監査費用：純資産総額×年率0.011％（税抜0.01％）
有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用等を
投資信託財産でご負担いただきます。（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するた
め、事前に料率・上限額等を示すことはできません。）

 お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に
合計金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません。

 詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご参照ください。

日本ニューテクノロジー・オープンに関する留意事項



米国連続増配成長株オープン、米国連続増配成長株オープン(３ヵ月決算型)に関する留意事項

【岡三アセットマネジメントについて】
商号：岡三アセットマネジメント株式会社

岡三アセットマネジメント株式会社は、⾦融商品取引業者として投資運⽤業、投資助⾔・代理業および第⼆種⾦
融商品取引業を営んでいます。登録番号は、関東財務局⻑（⾦商）第370号で、⼀般社団法⼈投資信託協会およ
び⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会に加⼊しています。

【投資リスク】
 投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。投資信託は預貯⾦と異なります。投資信託財産に⽣じた利益および損失は、すべ

て投資者の皆様に帰属します。ファンドは、⽶国の株式等値動きのある有価証券等に投資しますので、組⼊

れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。また、外貨

建資産に投資しますので、為替相場の変動により損失を被ることがあります。

 ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「株価変動リスク」、「為替変動リスク」、「信⽤リスク」

があます。その他の変動要因としては「流動性リスク」、「カントリーリスク」があります。

※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

【その他の留意点】
 ファンドのお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適⽤はあり

ません。

 投資信託は預⾦商品や保険商品ではなく、預⾦保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

また、登録⾦融機関が取扱う投資信託は、投資者保護基⾦の対象とはなりません。

 ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場におい

て市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引

できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります｡これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼ

す可能性や、換金申込みの受付が中止となる可能性、換金代金の支払が遅延する可能性があります。

 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、

その⾦額相当分、基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益を超えて⽀払われる場合が

あるため、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。また、

投資者の購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合が

あります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様

です。

 ファンドは、ファミリーファンド⽅式で運⽤を⾏います。ファンドが投資対象とするマザーファンドを他の

ベビーファンドが投資対象としている場合に、当該他のベビーファンドにおいて追加設定および⼀部解約等

がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにおいても売買等が⽣じ、ファンドの基準価額が影

響を受けることがあります。

 取引所における取引の停⽌、外国為替取引の停⽌、決済機能の停⽌、その他やむを得ない事情があるときは、

購⼊・換⾦申込みの受付を中⽌することや、すでに受付けた購⼊・換⾦申込みの受付を取消すことがありま

す。

〇詳しくは、「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の「投資リスク」をご参照ください。

【お客様にご負担いただく費⽤】
＜お客様が直接的に負担する費⽤＞

購⼊時

購⼊時⼿数料：購入金額（購入価額×購入口数）×上限3.3%（税抜3.0%）

詳しくは販売会社にご確認ください。

換⾦時

換⾦⼿数料：ありません。

信託財産留保額：ありません。

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費⽤＞

保有期間中

運⽤管理費⽤（信託報酬）

純資産総額×年率1.595％（税抜1.45％）

その他費⽤・⼿数料

監査費⽤：純資産総額×年率0.0132％（税抜0.012％）

有価証券等の売買に係る売買委託⼿数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費⽤、海外

における資産の保管等に要する費⽤等を投資信託財産でご負担いただきます。なお、マザーファンドの当該費

⽤につきましては、間接的にご負担いただきます。（監査費⽤を除くその他費⽤・⼿数料は、運⽤状況等によ

り変動するため、事前に料率・上限額等を⽰すことはできません。）

 お客様にご負担いただく費⽤につきましては、運⽤状況等により変動する費⽤があることから、事前に合計

⾦額もしくはその上限額またはこれらの計算⽅法を⽰すことはできません。

 詳しくは、「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の「⼿続･⼿数料等」をご参照ください。



【岡三アセットマネジメントについて】
商号：岡三アセットマネジメント株式会社

岡三アセットマネジメント株式会社は、⾦融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業および第⼆種⾦

融商品取引業を営んでいます。登録番号は、関東財務局⻑（⾦商）第370号で、一般社団法人投資信託協会およ

び一般社団法人日本投資顧問業協会に加⼊しています。

【投資リスク】
 投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を

割り込むことがあります。投資信託は預貯⾦と異なります。投資信託財産に⽣じた利益および損失は、すべ
て投資者の皆様に帰属します。ファンドは、米国の不動産投資信託証券等値動きのある有価証券等に投資し
ますので、組⼊れた有価証券等の価格の下落等の影響により、基準価額が下落し、損失を被ることがありま
す。また、外貨建資産に投資しますので、為替相場の変動により損失を被ることがあります。

 ファンドの主な基準価額の変動要因としては、「不動産投資信託証券のリスク（価格変動リスク）、（分配
⾦（配当⾦）減少リスク）」、「為替変動リスク」があります。その他の変動要因としては、「不動産投資
信託証券のその他のリスク（信用リスク、 業績悪化リスク、⾃然災害・環境問題等のリスク、法律改正・税
制の変更等によるリスク、上場廃止リスク、流動性リスク ）」、「カントリーリスク」があります。

※基準価額の変動要因は上記のリスクに限定されるものではありません。

【その他の留意点】
 ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はあり

ません。
 投資信託は預金商品や保険商品ではなく、預金保険、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

また、登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。
 ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場におい

て市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引
できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります｡これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼ
す可能性や、換金申込みの受付が中止となる可能性､換金代金の支払が遅延する可能性があります。

 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、
その⾦額相当分、基準価額は下がります。分配⾦は、計算期間中に発⽣した収益を超えて⽀払われる場合が
あるため、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を⽰すものではありません。また、
投資者の購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合が
あります。ファンド購⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様
です。

 ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。ファンドが投資対象とするマザーファンドを他の
ベビーファンドが投資対象としている場合に、当該他のベビーファンドにおいて追加設定および一部解約等
がなされた場合には、その結果として、マザーファンドにおいても売買等が生じ、ファンドの基準価額が影
響を受けることがあります。

 取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、
購入・換金申込みの受付を中止することや、すでに受付けた購入・換金申込みの受付を取消すことがありま
す。

〇詳しくは、「投資信託説明書（交付目論⾒書）」の「投資リスク」をご参照ください。

【お客様にご負担いただく費用】
＜お客様が直接的に負担する費用＞

・購⼊時

購⼊時⼿数料：購⼊⾦額（購⼊価額×購⼊口数）×上限3.3％（税抜3.0％）
詳しくは販売会社にご確認ください。

・換⾦時
換 ⾦ ⼿ 数 料：ありません。
信託財産留保額：換金申込受付日の翌営業日の基準価額×0.3％

＜お客様が信託財産で間接的に負担する費用＞

・保有期間中
運用管理費用（信託報酬）：純資産総額×年率1.65％（税抜1.5％）

・その他費用・⼿数料
監査費用：純資産総額×年率0.0055％（税抜0.005％）
有価証券等の売買に係る売買委託手数料、投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、海外
における資産の保管等に要する費用等を投資信託財産でご負担いただきます。なお、マザーファンドの当該費
用につきましては、間接的にご負担いただきます。
（監査費用を除くその他費用・手数料は、運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すこと
はできません。）

 お客様にご負担いただく費用につきましては、運用状況等により変動する費用があることから、事前に合計
金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を示すことはできません。なお、上場不動産投資信託は市
場の需給により価格形成されるため、上場不動産投資信託の費用は表示しておりません。

 詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご参照ください。

ワールド・リート・セレクション（米国）に関する留意事項


